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会計
年度

区分
予算現額

(A)
支出済額

(B)
繰越額
（C）

不用額
(D)

執行率
(B/A)

繰越率
(C/A)

不用率
(D/A)

2年度緊急経済対策
Ⅲ．次の段階としての官民を挙げた経済活動の回復
２．地域経済の活性化
飲食店等における高機能換気設備等の導入支援 2 〇 3,000 2,188 186 624 72.93% 6.2% 20.8%
飲食店等における高機能換気設備等の導入支援 3 〇 186 182 - 2 97.8% - 1.1%
国立公園等への誘客・ワーケーションの推進 2 － 3,000 1,813 916 267 60.4% 30.5% 8.9%
国立公園等への誘客・ワーケーションの推進 3 － 916 875 1 39 95.5% 0.1% 4.3%

Ⅳ．強靱な経済構造の構築
１．サプライチェーン改革

生産拠点の国内回帰等を踏まえた企業のＲＥ
10021等に資する自家消費型太陽光発電設備等の
導入による脱炭素社会への転換支援

2 － 5,000 2,663 1,685 651 53.2% 33.7% 13.0%

生産拠点の国内回帰等を踏まえた企業のＲＥ
10021等に資する自家消費型太陽光発電設備等の
導入による脱炭素社会への転換支援

3 － 1,685 946 - 738 56.1% - 43.8%

３．リモート化等によるデジタル・トランスフォーメーションの加速
環境省ネットワークシステム整備事業 2 〇 499 497 - 2 99.5% - 0.4%

2年度総合経済対策
Ⅱ．ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現
３．地域・社会・雇用における民需主導の好循環の実現
国立公園等への誘客・ワーケーションの推進 2 － 2,992 - 2,992 - - 100.0% -
国立公園等への誘客・ワーケーションの推進 3 － 2,992 2,172 400 417 72.6% 13.4% 13.9%

3年度経済対策
Ⅲ．未来社会を切り拓く「新しい資本主義」の起動
１．成長戦略

国立・国定公園の利用拠点の魅力創造による地域
復興推進事業

3 － 799 - 799 - - 100.0% -

3年度新規対策事業
中央合同庁舎第５号館の維持管理等に必要な経費 3 〇 46 12 - 33 26.1% - 71.7%

国立環境研究所運営費 
うち、子どもの健康と環境に関する全国調査（エ
コチル調査）

3 × - - - - - - -

大規模災害に備えた廃棄物処理体制検討・拠点整
備事業

3 × - - - - - - -

感染症等に対応する強靱で持続可能な廃棄物処理
体制の構築支援業務

3 × - - - - - - -

注(3) 「3年度新規対策事業」は、「3年度経済対策」や他の年度に決定した対策等に計上されていないもので、3年度当初予算及びコロナ対策予備費を財源とし

 繰越額及び不用額をそれぞれ計上している。また、2年度から3年度に繰り越して実施している3年度事業は、当該事業が開始された対策等に再掲している。

 記載して予算現額以降の記載を省略しており、また、区分してその執行を管理している場合は「〇」又は「－」を記載している。

 て新規に実施された事業のみを表示している。

新型コロナウイルス感染症対策に関する各種施策に係る予算の執行状況等について

対策等名及びコロナ関連事業名

注(1) 各対策等の複数の項目にまたがって施策登録が行われるなどしているコロナ関連事業については、該当する全ての項目にその事業数、予算現額、支出額、

注(2) 「区分」欄については、各コロナ関連事業について新型コロナウイルス感染症に関連する予算を区分してその執行を管理することが困難な場合は「×」を


